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  埼玉県図書館協会会則 
 

平成 13年 6月 8日 施行 

最終改正 令和 8年 6月 24日 

（名称及び事務所） 

第１条 この会は、埼玉県図書館協会と称し、事務所を理事長所在の図書館に置く。 

（目的） 

第２条 この会は、県内の公共図書館（県議会図書室及び公民館図書室等を含む。以下同じ。）

の振興を図るとともに、県内の公共図書館、学校図書館、大学図書館（短期大学図書館を含む。

以下同じ。）、その他の図書館及び読書施設（以下、「図書館」という。）並びにこの会に賛

同するものの連携のもとに、図書館事業の進展を図り、教育文化の向上に寄与することを目的

とする。 

（事業） 

第３条 この会は、前条の目的を達成するため次の事業を行う。 

一 県内図書館の整備促進及び事業推進 

二 図書館の事業及び運営に関する研修会、研究協議会等の開催 

三 図書館及び図書館関係者相互の連絡協力 

四 読書推進運動に係る事業 

五 調査研究の実施 

六 会報等の発行 

七 その他必要な事業 

（組織） 

第４条 この会は、次に掲げるものをもって組織する。 

一 県内の公共図書館及び図書館協議会 

二 埼玉県学校図書館協議会を構成する図書館 

三 埼玉県高等学校図書館研究会を構成する図書館 

四 県内の大学図書館 

五 前各号以外の図書館及び読書施設 

六 この会の事業賛助者で理事会が推薦したもの 

２ この会に次の部会を置くこととし、各部会において必要な事項を定め、協議及び事業等を行

うことができる。 

一 公共図書館部会 

二 学校・大学図書館部会 

３ 前項に定める部会に研修会等を企画立案し、運営するため、専門委員会を置くことができる。 

（会員） 

第５条 この会の会員は、次の２種類とする。 

一 施設会員 前条第１項第一号から第五号までに掲げるもの 

二 賛助会員 前条第１項第六号に掲げるもの 

（役員） 

第６条 この会に次の役員を置く。 

一 会長 １名 

二 副会長 若干名 

三 理事長 １名 

四 常任理事 １５名以内 

五 理事 ３０名以内 

六 監事 若干名 

（役員の選出） 

第７条 会長、副会長、理事長、常任理事及び監事は、理事会で選出し総会において承認する。 

２ 理事は、常任理事を含めて、おおむね次により選出するものとする。 

一 県内公共図書館から１６名以内、図書館協議会から５名以内、埼玉県学校図書館協議会、

埼玉県高等学校図書館研究会からそれぞれ８名以内、大学図書館から３名以内、その他図書
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館及び読書施設から２名以内とする。 

二 前号のほか、理事長は理事若干名を委嘱することができる。 

３ 監事は、他の役員と併任できない。 

（役員の任期） 

第８条 役員の任期は２年とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 補欠による役員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（役員の任務） 

第９条 会長は、この会を代表し会務を総理する。 

２ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき又は会長が欠けたときは、その職務を代行す

る。 

３ 理事長は、会務を総括し、会議を招集してその議長となる。 

４ 常任理事は、理事長を補佐し、常任理事会を組織するとともに、理事長に事故あるとき又は

理事長が欠けたとき、その職務を代行する。 

５ 理事は、理事長、常任理事とともに理事会を組織する。 

６ 監事は、会計を監査する。 

（顧問） 

第１０条 この会に顧問を置くことができる。 

２ 顧問は、理事会において推挙され会長及び理事長の諮問に応ずる。 

３ 顧問の任期は２年とする。 

（会議） 

第１１条 この会の会議は、総会、常任理事会及び理事会とする。 

２ 議事は、出席者の過半数でこれを決し、可否同数のときは議長の決するところによる。 

（総会） 

第１２条 定期総会は、毎年１回開くものとする。ただし、会長が必要と認めたとき又は、会員

の３分の１以上の要求があったときは、臨時に総会を開くことができる。 

２ 総会は、次に掲げる事項を決定する。 

一 会則の制定及び改廃 

二 役員の選任 

三 事業計画及び収支予算 

四 事業報告及び収支決算 

五 その他重要な事項 

（常任理事会） 

第１３条 常任理事会は、理事会への提案事項その他について協議するため、理事長が必要と認

めた場合に開くものとする。 

（理事会） 

第１４条 理事会は、理事長が必要と認めたときに開くものとする。 

２ 理事会は、次に掲げる事項を決定する。 

一 総会への提案事項 

二 表彰規程の制定、改廃及びその運用 

三 その他必要な事項 

（経費） 

第１５条 この会の経費は、次のものをもって充てる。 

一 公共図書館の負担金 

二 公共図書館以外の会員の会費 

三 補助金 

四 寄付金 

五 その他の収入 

 

 

（会費） 

第１６条 この会の会費及び負担金の額については、別表に定めるところによる。 
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２ 公共図書館の負担金は、市町村立図書館にあっては市町村ごとに、他の公共図書館にあって

は公共図書館ごとに負担するものとする。 

（会計年度） 

第１７条 この会の会計年度は、毎年４月１日に始まり翌年３月３１日に終わる。 

２ 総会前の事業及び予算の必要な範囲の執行については、理事長の専決によって行うことがで

きる。 

（事務局） 

第１８条 この会の会務を処理するために事務局を置き、事務局に次の職員を置く。 

一 事務局長  １名 

二 事務局次長 ３名 

  三 専門員及び書記 若干名 

２ 事務局の職員は理事長が委嘱する。 

（細則） 

第１９条 この会則に定めるもののほか、この会の運営に必要な事項は別に定める。 

 

附 則 

この会則は、平成１３年６月８日から施行する。ただし、第１７条第２項は平成１３年４月１

日から適用する。 

 

附 則 

 この会則は、平成１４年６月５日から施行する。ただし、第１６条は平成１４年４月１日から適

用する。 

 

附 則 

この会則は、平成１５年６月１３日から施行し、平成１５年４月１日から適用する。 

 

附 則 

この会則は、平成１８年６月９日から施行し、平成１８年４月１日から適用する。 

 

附 則 

この会則は、平成２１年６月１２日から施行し、平成２１年４月１日から適用する。 

 

附 則 

この会則は、平成２２年６月９日から施行し、平成２２年４月１日から適用する。 

 

附 則 

この会則は、平成２３年６月８日から施行し、平成２３年４月１日から適用する。 

 

附 則 

この会則は、平成３０年６月８日から施行し、平成３０年４月１日から適用する。 

 

附 則 

この会則は、令和８年６月２４日から施行・適用する。ただし、別表の名称変更については令

和８年４月１日から、会費変更については令和９年４月１日から適用する。 
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別表(会費・負担金算出基準) 

 

１ 会費を学校・大学図書館１館当たり年額２００円とする。（ただし、令和８年度までは 

５００円とする。） 

２ 公共図書館の負担金の算出にあっては、下記の表によるものとする。 

 

区 分       金 額     （円） 

 県立図書館        ７０,０００円 

 教育センター資料室 

 県議会図書室 

 県民活動総合センター 

 さいたま文学館 

 男女共同参画推進センター 

 男女共同参画機構 

 県社会福祉協議会 

 国立保健医療科学院 

 

 

１５,０００円 

 市立図書館 人口  ５０,０００人まで 

          １００,０００ 〃 

          １５０,０００ 〃 

          ２００,０００ 〃 

          ２５０,０００ 〃 

          ３００,０００ 〃 

          ３５０,０００ 〃 

          ４００,０００ 〃 

          ４５０,０００ 〃 

          ５００,０００ 〃 

          ５５０,０００ 〃 

６００,０００ 〃 

６５０,０００ 〃 

    １２,０００円 

    １４,０００円 

    １６,０００円 

    １８,０００円 

    ２０,０００円 

    ２２,０００円 

    ２４,０００円 

    ２６,０００円 

    ２８,０００円 

    ３０,０００円 

    ３２,０００円 

    ３４,０００円 

    ３６,０００円 

  さいたま市立図書館         ７０,０００円 

 町立図書館     １１,０００円 

 村立図書館     １０,０００円 

 

 ※ 前年度４月１日現在の人口で算出（県統計課による）する。 


